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大場ら:気象災害に関する農業気象学的研究

九州・沖縄地域における気象災害に関する農業気象学的碗究

一特に奈良時代から明治45年までの期間について一

大場和彦・鈴木義則 1).黒瀬義孝・丸山篤志・中本恭子2) 

(2003年12月16自受理)

嬰皆

大場和彦・鈴木義郎・黒瀬義孝・丸山篤志・中本恭子 (2004)九州・沖縄地域における気象災害に

関する農業気象学的研究.九州沖縄農研研究資料 90: 1 -23。

九州・沖縄地域における台風・豪雨を中心とした気象災害の授史を奈良時代から明治時代までの期

間について気象災害の変遷と年表を作成するとともに気象災害の発生頻度と古気候との関係等につい

て解析を行った。気象災害年表は各年次別・県毎に記述した。過去の気候変動は 3~5 世紀前半が温

暖で， 6~ 8世紀が寒冷な気候で， 9~13世紀が中世温暖期となり， 14~ 19世紀が小氷期と弱い温暖期

の繰り返した時期である O 気象災害の発生は 8~9 世紀が30回前後で推移し， 13世紀以降が徐々に増

加額向にあり， 18世紀には約430自の発生であった。江戸時代における肥後藩の気象災害被害は作物

損耗石高により推定した気象災害被害率が0.2~0.4の範囲に多く分布し，最大被害率が1732年の約

0.8であった。気象災害の要因は主として，長雨，洪水，干ばつ，虫害である。明治時代の気象災害

の種類は水害・雨害の合計が50.9%を占め，続いて暴風雨が29.5%，子害が14.3%を占めた。現在に

おける過去27か年間の気象災害被害は，被害額1，000億円以上の出現頻度が4国で，約 7年に 1自の

出現頻度であった。県別の平均被害額は，熊本県が最大で108.4億円，大分県が最小の47.9信円であ

る。また， 100mm以上の豪雨発生回数は，明治時代(1891~ 1912年)に比べて現在(1981~2002年)

の方がかなり多くなっている。これらにより，九州・沖縄地域は毎年干ばつ・豪雨・台風襲来等があ

り，農業生産を不安定にしていることが明らかになった。

キーワード:気象災害，古気候，台風，異常気象，授史年表。

しはじめに

近年，世界の天候をみると，ヨーロッパの豪雨洪

水災害や異常高温並び、にアメリカの竜巻の多発生を

はじめ，各地で高温少雨被害などが報じられている。

世界気象機関 (WMO)の報告では，その原因は地

球温暖化が一国となって異常気象が急増していると

考えられている。また，温帯および熱帯アジアでは，

インドの異常高温，洪水，干ばつ，インドネシアの

森林火災，スリランカのサイクロン被害等のような

異常現象が増加している(農林水産省， 2002)。そ

のため，地球温暖化に伴う気象変動が大きくクロー

ズアップされてきた。 過去に生じた主要な変化の形

跡は地球システムが永遠に安定ではないことを示唆

している O 地球システムはいくつかの異なる気候状

態の間で変動しており，その変動に伴って人類を含

むあらゆる生命体に，絶えず衝撃を与えているかも

知れない状況である (Thomaset al.，1997) 0 

一方，自本の国土は緯度的に台風の来襲地帯に位

置し，地形が急峻でj可川の流路も短く，土石流，斜

面崩壊や洪水による自然災害を非常に受けやすい環

境にある(全国地費調査業協会連合会編， 2001)。

そのような国土の中で，農業は言うまでもなく気象

の影響を大きく受ける産業であるが，我が屈におい

て異常気象等による各種の気象災害を受けている状

況にある。

特に，九州、卜沖縄地域は日本列島の臨西端に位置

し，東西約300km(l28~ 132
0 

E)，南北約350km(31 
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~340 N)の九州本島と南北約800km (24~31 0 N)， 

東西900km(123~ 132
0 
E)の海域に点在する種子島

から与那国島に至る南西諸島で構成されている。こ

の地域の自然環境は複雑かっ多様である。九州本島

は中央部に約1500m級の峯々がつながり，北部が阿

蘇山，雲仙岳の阿蘇火山帯，南部が霧島山，桜島，

硫黄島へと続く霧島火山帯が帯状に成しており，噴

煙が現在も昇っているO 九;ト1'1の気候条件はアジアモ

ンスーン気設区に属し，大きく九州本島が西南暖地

型気候毘，南西諸島が亜熱帯気候匿に分類され，年

平均気混が15~240C，年降水量が1600~4300mm と

変化に富んでいる。また，九州本島は大きなiPJJllが

分布し，九州山地からの水供給が行われているO

この地域はー敢に気温が高く百頭と降雨が多いの

で，動植物の種類が多く，バイオマス資源に恵まれ

ており，農業生産にとって有利な条件を備えている。

その皮菌，降雨は梅雨期を中心とし地域的・季節的

に偏在して集中豪雨や干ばつを招きやすく，毎年2

~3 個襲来する台風による風水害等の各種の自然災

害も頻発し，農業生産を不安定にしているO そのた

め，過去の古気候と気象災害被害の歴史を関連づけ

て調査することは， r農業の適地連作Jの観点から
も有意義と考えられる。

気象災害の歴史表は，各県の気象台から災異誌と

してとりまとめられているが，戦後まもない時期に

印刷されているため保存に耐えられない状況にあり，

さらに九州・沖縄地域内で統一的にまとめられた資

料・書籍等はみあたらない。一方，全国的にとりま

とめられたものが出版されているが，すべての自然

災害の出現や被害状況が明治以前までしか網羅され

ていない状況である(西村・古川， 1936;荒川他編，

1964 ;斉藤錬一編， 1966;畠山久尚嬬， 1966;中央

気象台・海洋気象台編， 1976;東京府社会課編，

1977)。

気象災害の発生に関連して，過去の気候変動の推

移を知る必要がある。過去の古気候復元については

Momin and Shishkov (1979)，吉野ら(1983)，Maejima 

and Tagami (1983)，吉野・安田 (1995)，鈴木

(2000)および石井 (2002)の研究があるO また，

作物被害に関する研究は，作物と気象の関係(大後，

1947) ，水稲の暴風被害(坪井， 1961)，倒伏被害

(氷高， 1968)，冷害の研究(ト蔵， 2001)および嵐

筈・防風林の報告(山本， 1982;真木， 1987;真木

ら編， 1991)があり，過去の文献解題等(農林水産

技術会議編， 1978; 1984)で研究成果がまとめられ

ているO 九州・沖縄地域における台嵐被害の概観に

ついては佐藤らと谷の報告(佐藤ら， 1954;谷，

1967)や早期水稲の風害に関する研究(松田，

1969)があるが，台風災害のメカニズ、ムと対策等が

記述されている。また，最近に影響した台嵐被害の

実態解析が行われている(山本ら， 1994a， b; 1998)。

豪雨災害についてはいくつかの報告例がある(張

継権ら， 1998;宮樺清治， 1999)。なお，同地域の

奈良時代から現在までの干ばつ被害の出現と歴史年

表については，著者らがまとめて報告している(大

場ら， 1999;大場， 2002)。

この研究では，各県の気象災異誌を統一的に収録

し九州・沖縄地域における干ばつを除く台風・豪雨

を中心とした気象災害の歴史年表を奈良持代から江

戸時代末期と明治初期から明治時代末期までの期間

について， 2部構成で気象災害被害状況の変遷を

データベース化した。また，古気候と気象災害の発

生頻度と関係，現在での農業被害と気象要素との関

係について解析を行った。

本資料を取りまとめるにあたって論文校関の労を

とられた環境資源研究部長金森哲夫博士に心からお

礼申し上げる。また，資料の収集と提供にご協力頂

いた九州農政局生産流通部，福岡管区気象台気候調

査課，熊本地方気象台武辺防災課長および九州大学

大学院学生・柳 博氏に摩くお礼を申し上げる。さ

らに，査読者には貴重なご意見等を戴くとともに，

資料の整理と歴史年表作成等で非常勤職員大場吉合

子，松下かおり両氏の手を煩わした。ここに記して

感謝の意を表する。

E隠災害の定義と分類

1.災害の定義

災害という言葉の定義は異常な自然現象に起因し

て地形地貌に変化を起こし，人間が作った施設を破

壊し，それが人間の社会生活や人間の生命に損tを
与える場合に使われている。たとえば，大自然の暴

威が生じても太平洋の真ん中で起こったり，人間の

住んで、いないジャングルに起こるなど，人間社会に

被害を及ぼさなければ一般に災害とは言わない。災

2ー ω
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害は必ずしも急激なもののみを眠定しているのでは

なく，徐々に長期に渡つての自然現象も含まれる O

異常な自然現象によるものであって，それが人間の

生活や生命に因果関係のあるものが災害として寂り

扱われるが，自然現象によらない災害すなわち人災

が最近では問題イとされてきた。実際，災害の定義は

法律によって規定されるため，災害の目的によって

まちまちである。災害対策基本法には加害素因とし

て，①自然現象としては暴風，豪雨，豪雪，洪水，

高潮，地震，津波，火山噴火，その他の異常な自然

現象。②人為現象としては，大規模な火事もしくは

爆発。③その及ぼす被害程度において，これに類す

る政令で定める原悶とされている(農林水産省構造

改善局防災課監修， 1980)。

一方，災害といえば，寺田寅彦の有名な言葉「災

害は忘れた頃にやってくる」で，災害が起きた産後

などは気を引き締めて注意をしているが，時がたつ

と油顕してしまうものである O いつやってくるかわ

からない災害に対しては常に心構えや備えを忘れて

はならないと雷う戒めた言葉である。

2.災害の分類

災害の加害原因は自然の力(天災)と管理の不備

(人災)が考えられ，前者の組み合わせによる複合

等があるO また被害の要因は施設と物体の被害，自

然状態の変貌，生物への危倶損耗および心理的動

揺・不安危険感・機能停止経済援乱等の状態の変化

が挙げられる。災害は原因である加害素因と，その

結果をもたらされる被害結果を分類したものである。

災害の分類はいろいろな立場で変わるが，災害の

立澗点からすれば，①災害を惹起する原閣による分

類，②災害の発生する場所による分類，③被害対象

の種類による分類，④被災現象の種類による分類，

⑤直接または開接の区別による分類，⑤静的または

動的の区別による分類および行政官庁所管事項によ

る分類がある。災害要因は大別すると自然災害と人

為災害になると考えられるが，自然災害は大別する

と，気象災害，地震災害，動物災害であり，人為災

害はその原因が人間の管理の不当に起因するもので

あるから管理災害というべきもので，都市公害，産

業災害，交通災害および戦争災害であるO

農業における災害という言葉は，定義することが

非常に国難である o JII 田は農業における気象災害を

… 3 

異常あるいは正常の気象条件によって農作物の生

産(労働一資本 土地の生産手段の結合)が讃乱さ

れることJと定義している(JII田， 1953)。生産の
讃乱という姿は減収という型，何年間に亘る場合は

収量の不安定という言葉で表現される。以前には農

業が不時の異常な現象により悪い影響を蒙ったよう

な場合に災害と呼ばれていた。しかし，現在では常

習災害地帯または災害危険地という言葉があり，そ

れはその場所での農業が毎年ある程度の被害を受け

るような場所で，被害が大きくなると推定される地

域を意味している。たとえば，雨期のたびごとに洪

水が起こる河川敷の水田，冬期には季節風・局地嵐

による寒害・風害などである。農業の観点からすれ

ば，このような地域は栽培適地とはいえない。

災害の特性は①加害力と抵抗力の不均禽，②被害

の経済性，③加害原園の激甚性・異常性，④その発

生の偶発性および⑤地域的特異性といった要素を条

件にする必要がある。

直.諜査方法

九州・沖縄地域における気象災害の歴史について，

特に，奈良時代から平成6年までの干ばつは前報で

報告しているので参照されたい。今回は，台風・豪

雨災害ならびに火山噴火被害等を中心とした文献調

査を実施した。大きな火山噴火は農作物被害を与え

ると同時に噴火後の気候条件にも左右する要因にな

ることが指摘されているので被害の状況を年表に記

述した。文献は過去に出版された九州各県の気象災

異誌(福岡測候所編纂， 1936;佐賀測候所， 1952; 

大分測候所， 1952;熊本県編， 1952;宮轄地方気象

台編， 1967;麗見島県・鹿児島地方気象台編，

1967) ，日本凶荒史考(西村・吉)11，1936)，日本皐

魁霧雨史料(荒)11他， 1964)，描関県管区気象台発

行の異常気象速報，気象庁発行の農業気象年報およ

び九州・沖縄地域内の各気象台・測候所発行の気象

災害資料，並びに各県市可村発行の郷土史等の資料

を捜用し，台風・豪雨等を中心にして災害発生の年

代別と被害状況について整理を行った。

解析に用いた気象データは，各県の気象観測開始

時期から気象データ(西日本気象協会編，

1960， 1962;熊本測候所編， 1931;大分気象台編，
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1960 ;麗児島気象台編， 1959;宮崎地方気象台編，

1959)を使用した。過去の古気候復元資料について

は鈴木・山本(1978)，吉野ら(1983)，Maejima and 

Tagami (1983)，吉野・安田(1995)及び鈴木

(2000)の研究があり，そのデータを引用した。九

州地域における最近の農作物被害額のデータは九州

農政馬が集計しているデータ等を使用した。また，

明治時代における気象観測開始以来の九ナト!に影響を

与えた台風の経路進路図は，各県の気象差異誌に記

述されているデータを引用して，資料集に記載した。

なお， r資料集… 1Jの中で「霧雨Jは，長雨の
意味で平安時代の「倭名類緊抄Jの辞書によると，
「雨久しききを苦雨と日ひ 三日以上雨世jと記さ

れ(高橋・佐藤， 2001)， 3日以上の連続降雨日が長

雨である。

N.結果と考察

南北に長いE本列島では地域差を多分に含んでお

り，天候不順，季節変化の異常というような広域で

長期的に起こる災害は，過去において干ばつ，冷夏，

風水害および虫害など天災に襲われると間作になり

飢鐘につながることがしばしば多く，多くの餓死者

が出ている O 被害の大小や数え方にもよるが，数年

に一度あるいは毎年のように日本列島の中で被災し

ていると去うことも過言ではない。特に，古代にお

いては干ばつの占める割合が比較的高く，飢鐘の主

要国であった。日本書紀の中で仁徳天皇の記事が飢

鐘を記述した最初である(菊池勇夫， 2000)。しか

し， 12世紀になると干ばつが減少し，かわって長

雨・冷夏が増加し，稲作地域が北進していくにした

がって，冷害が災害のなかで、重要な意味を持ってき

た。また，台嵐災害は短期的で直接な災筈であるの

が特徴で，耕作期関内の来襲により被害は一躍大き

なものになるが，全国的には及ばず狭い範囲に限ら

れるため台風による凱鐘は少ないと考えられる。天

武天皇12年 (786年)から明治に至る1082年間に台

風によるものと考えられる被害発生回数は51屈で，

平均21年に l回の割の発生となっているが，決して

周期性をもって起こっているとは考えられない(堀

口， 1935)。

睦史時代を通じて日本の災害の代表は台風であり，

九ナHでの大雨の割合が高くなり，台風の占める割合

は時代と共に増加し，災害としての重要度が増して

いるO そこで，過去における災害の実態と出現頻度

等について述べる。

1.気象災害における歴史年表とその変遷

九州、1.沖縄地域における気象災害の発生，被害状

況についての歴史年表は，奈良時代から江戸末期ま

での気象災害を f資料集 1J，明治時代を「資料
集-2Jに示す。ここでの気象災害は，天候不)11翼，

風水害，暴風雨，飢鐘，的作，虫害並ぴに九州特有

である農業被害を与える火出噴火(阿蘇山・桜島・

開聞岳)等も記述した。年表は西暦， 1自暦の年表と

新暦を記述し，月告は113潜で，括弧内が新!奮を表示

した。また，藍史表の記述の中で，長さや重量単位

は括弧内に十進法単位でわかりやすく記述した。出

典の資料・古文書は括弧内で，その記載の文献は末

尾に記述した。なお， 0印は文字の不明・脱字等を

示す。年間の災害は各県別毎・発生時期別にゴシッ

ク斜体で記述し，災害の種類について県毎に並列し

た。気象観測が始まった明治時代の1890年以降につ

いては年表の中に気象災害発生時の気象データを表

示した。

資料集 1の麗史年表の中をみると，江戸持代以

前の資料によると，気象災害発生数は少ないが，江

戸時代になると気象災害の被害状況も詳細になって

くる。特に，佐貿県の風水害被害については佐賀平

野の低平地のため顕著に記述されている。その中で，

井手は自の用水をせき止めてあるところで，洪水に

よる切落箇所で示されるO

資料集の中でよく出てくる言葉として，古代国家

において賑給がある。賑給(賑岨)というのは，高

齢者，身寄りのない者，困窮者及び被災者等に対し

て食料や衣料を支給する制度であるが，凱僅の際に

は使者を派遣して賑給させたのである(菊池，

2000)。また，義倉と呼ばれる備荒貯蓄の制度も実

施されている。

1 -1)過去の気候変動と飢鰻の発生

気象災害の歴史の推移をみていくには過去の気候

変化の関連性が必要である。遠い過去の時代の気候

に関する'情報は，過去の自然条件に関するいろいろ

な資料の研究から調査する必要がある。災害の記録

や古気候を調査するには多くの古文書等で調べる必
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要があり，観桜の日記や開花の記録類，雪日数や災

害・飢鐘，農作物の収穫期などの記事(三国史記・

日本書紀・三大実録等)や樹木の年輪などがあり，

これまで多くの報文がある(谷治， 1982;吉野正敏

編著， 1983)。近年では年輪内の炭素同位体比分析

や堆穣土壌層内のハイマツ花粉数等により過去の気

建議

屋久島

2 2 
O 
O 
O 

平年 O 
土句

か -1
ら

2q 
3;明 3

3 5 7 

若狭湾

9 

候変化が明らかにされている (Pandolfiet al.，1975 ; 

既日， 1984;北JII， 1995;鈴木， 2000) 0 

a) 縄文時代から古墳時代(紀元前1000年 ~AD

6世紀)

鈴木 (2000)の研究によると，r尾瀬jの花粉解析

(阪口， 1984)， r若狭湾Jの堆積物分析(諸沢，

気濯

12 14 16 18 20 

気温

1 I LL..1...--1 

11 1.3 15 17 

降水翠

BC 1 2 .4 6 8 10 12 14 16 18 20 
AD 

第l図 日本における過去2000年嵩 (BC1 -AD20世紀)の気温と降水量の変化
注:出典データは，鈴木 (2000)の書籍から， r毘瀬J(絞口， 1984)， r屡久島J(北川， 1995)， 
f若狭湾J(福沢， 1994)を引用・改修した。
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1994) と「屋久島」の年輪解析(北J11，1995)結果

の引用から，過去2000年の気温と障水量の推移が記

述されており，その結果を第 I図に示す。

稲作以前の日本農業は「照葉樹林焼畑農耕文化j

と名付けられるような文化が展開していた(生々木，

1999)が，日本列島でブk田稲作が始まるのは，今か

らおよそ2400年前，紀元前4世紀頃であるO 縄文晩

期は急激な気候変化(冷温化)があって，当時の人

たちにとっては大変混乱した時期だ、ったことが窺え

るO 縄文を危機に縮れた寒冷化は，中盟大陸で春秋

(BC770~403年)・戦闘 (BC403~221年)の乱世を

引き起こしたばかりでなく，数多くの難民を生み出

し，彼らは稲と稲作の技術を携え四方に散らばり，

東に逃れた一部が日本列島に移住し，稲作技術をも

たらし定着させた(往藤， 1995; NHK取材班，

1997)0その後，西日本の沿岸地域には水田を作る

のに絶女子な湿地帯が広がり，弥生渡来人は水田の適

を求め移り住んできた時代であるO この気候寒冷

化により縄文時代が消滅し，紀元前3世紀に弥生時

代に移り変わり，従来の狩猟採集システムから水稲

農耕システムに大きく変化し，1低湿地文化」を生ん

だ。弥生時代以降，日本人は里山の森を核とする水

田稲作農耕社会が築き上げられた (NHK取材班，

1997 ;渡部編， 1998) 0 3世紀後期から古墳時代に

変わり，気温はj昆暖化に向けて推移した。渡来人が

5~6 世紀にかけて最新の金属器鋳造，製陶，機織

り，土木，農業などの最新技術をもたらすと同時に

漢字による諸文書の作成や仏教の展開を担ったので

あるO

第1図の結果を参照すると，日本は紀元前398年

から紀元後17年までを弥生温暖期とし，紀元後17年

から240年までが中間的な気候で，次の古墳寒冷期

までの移行期としている(鈴木， 2000) 0第1図「

麗久島Jのデータから， 3~ 7世紀の聞で， 3~ 5世

紀前半が温暖な気候であったが， 450~500年頃には

天候が悪化し冷涼な湿潤気候で，降水量の増加がみ

られた時期である。日本の歴史の中で志綾田大乱で

戦乱が多く，気候の冷涼 .i:駅構化が影響を与えたと

の見方もある(安田， 1984) 0:また，:2.""'.3世主巴から

後サハ 1)ンから沿岸漁民が流氷原の海獣を追手てjビ

海道に侵入しできてぶオホーツク文化が形成きれた。

その中で，仁徳、天皇部位 (368~417年)を中心とす

る半世紀は「尾瀬Jと「屋久島」のデータが上昇傾

向にあり， I小高温期」が出現し， I若狭湾Jのデー
タから少雨傾向であるが，その前後半世紀は冷夏・

洪水発生が多い(鈴木・山本， 1978)。なお，福井

県水月湖の堆積物中の風成塵(ダスト)の研究から

中国大陸内部の寒冷・乾燥卓越期の一つを紀元380

年~750年までとしており(福沢， 1994)，中国では

寒冷と乾燥によって，紀元300年から500年までの期

間に農牧の境界殺が200~400km 甫下し，民族の南

下も生じた報告がある。

5世紀の気候は4世紀の気候の延長隷上にあり，

寒冷気味である。中国災害史年表の中で、大水の記事

が多いこと，三国史記による洪水数のカーブ曲線か

ら4世紀には比較的小さいが5世紀にかなり鋭い

ピークが見られ，降水量が全期開通して多かったと

推定している(鈴木・山本， 1978)。また， 6世紀は

鈴木・山本(1978)の研究で大雪数と冷涼指数の

カーブが極大を示すが， I尾瀬Jや「チベット高原
」の気温は上昇傾向を示すものの低温状況であると

考えられる。このように，紀元 5~7 世紀にかけて，

小氷期と言われる寒い時期があり，本ナ'"北端の稲作

農耕集国(弥生)が壊滅的な打撃を受け，稲作前線

が南に後退した時期と考えられる。この期間 (240

~732年)を「古墳寒冷期」と呼び(阪口， 1984)， 

またグローパル的な名称、として「民族移動の寒期J
を用いている(鈴木， 2000) 0 

b)飛鳥時代から江戸時代以前 (7~16世紀)

7世紀以降になると考古文書等が多く存荘するこ

とになり，気象災害の内容も年代にしたがって詳細

な記述が資料集 1でも見られる。 7世紀以降の気

候の変化は槌暖な気候に転じ， 750年過ぎ奈良時代

の後半から暖かくなって， 8世紀後半は北自本で湿

潤で， i有日本は温暖湿潤であるO この期間の干ばつ

の記録が30年，議雨が10年で干ばつが極めて多い時

期であるO 平安時代開始 (794年)から 9世紀の800

年代はかなり暖かく， 9世紀末の寒の戻りが示され

るO その後も10世紀にあたる900年代も温暖な気候

であったが，後半からは気温が下がり始めた。 11世

紀となる1000年後半を過ぎた頃から少しずつ気温が

よがり始めγ 特じ11世紀後半から12世紀前半にかけ

ては冬を中心にh時的に厳しい寒さに見舞われた。

この持期の飢鐘としては天慶5年， ~9.42年)と保延

元年 .(1135年〉之が知られでいる。

13世紀ば第 1間中段「屋久島Jrこ示されるように
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明らかに気温が高く，過去2000年の中で最高の一つ

である。また， 14世紀の気温は低温が顕著となって

おり，近隣の朝鮮半島における冷夏の記録は13世紀

の2閣から 4世紀の10図を記録し，飢鐘の場合は閉

じく 10自から羽田へと増加している(魚、， 1989)。

この時期のヨーロッパにおいて，大飢鐘(1315~

1319年)，百年戦争(1337~ 1453年)，ベスト禍

(1348年頃)と不安定な時期である (Brian，2000)。

このように800~1300年は一般的に「中世温暖期Jと
呼ばれている。 15世紀は低温が明瞭で，長野県諏訪

湖のお神渡りの日が平くなり寒冷と考えられる

(Yazawa， 1976)0 16世紀も15世紀と同様に寒冷で

あったと考えられているO

鎌倉幕府 (1192年)が開設された時期は温暖な

期になる。この現象は明月記 (1199~1236年)，看

開御記 (1416~1444年)，後法興院記(1466~1505 

年)，実経公記(1474~1533年)等諸日記による研

究(鈴木・山本， 1978) で，平安時代 (982~1200 

年)の降雪率が室軒時代(1416~1600年)の降雪率

より小さいことが明らかになっている。鎌倉・室町

時代の飢鐘としては治承・養和の飢舘 (1180~1182 

年)，寛喜の飢鐘(1230~1232年)，正嘉・正元の飢

鐘 (1257~1259年)，応永の飢鐘(1420~1421年)， 

寛正の凱鐘(1460~1461年)，天文の凱鐘(1539~

と，前島ら (1983)の研究によれば江戸時代の気挟

は寒冷な時期(小氷期)と温暖な時期とが繰り返し

起こっており， 161O~ 1650年が非常な寒冷(元和・

寛永小氷期)， 1650~ 1690年が温暖な時期， 1690~ 

1720年が非常な寒冷， 1720~ 1740年が寒冷な時期

(元掠・宝永小氷期)， 1740~ 1780年が温暖な時期，

1780~1820年が寒冷な時期及び1820~1850年が非常

に寒冷な時期と区分されている。その気候変動の中

で江戸時代の飢鐘は，寛永の飢鐘(1641~ 1643年)， 

元隷の飢鐘(1695~1696年)，享保の飢舘(1732~

1733年)，宝麿の凱鎮(1755~1756年)，天明の飢鰻

(1783~ 1784年)，天保の飢鐘(1833~1839年)であ

るO これらの銑鎮の中で，享保の飢鐘は醒害による

区i作となっているが，これはウンカ(浮塵子)の異

常発生によるもので，酉日本地域の虫害が凶作の主

原因である。元報・宝暦・天明及び天保の飢鐘は東

北日本地域の被害が大きく，冷害型の大凶作であり，

南部藩での3世紀半の治世による期間での四大飢鐘

として記録されている。また，元禄の飢鐘の時には，

夏季に天気が悪く冷えが強くて稲はいっさい実らず，

その上大風雨・洪水に見舞われた。 1969年， 1702年，

1703年と凶作が続いた(前島，田上， 1982)。

45 

40 

1540年)が挙げられるO 治承と応永の飢鰻は卒害に お

図 3霊祭の猛毒喜

E霊函方冷J[・北方議議

ロ習方猛毒塁・北方冷J[

B冷夏
よる区j作で，天文が大洪水と虫害による飢鐘，その 琴30

他は冷害が主因の飢鎮であるが，九州地域での被害 菌25

の記録は見当たらない。このように， 13世紀以降は， 数 20

「小氷期Jと呼ばれる太陽活動の不活発な時期が繰 恩15
り返し出現している時期であるO 極端な寒冷期は 10 

1300年頃， 1460~ 1550年， 1680~ 1720年そして1780 5 

~1850年である。鎌倉時代の蒙古襲来における「文 。
永の役Jと「弘安の役Jは神嵐による撃退勝利と
なっているが，実際，文永の役は11~12丹の襲来で

神鼠の起こる時期とは考えにくいと思われる (Erik

Durschmied， 2002)。冬季の季節風と考えるのが順

当ではないかと考える。

c) 江戸時代以降 (17~20世紀)

17世紀は第 1図「屋久島jの気温推移からも過去

2000年間で最低であることが明確で、あり，小氷期は

歴史時代を通じてだけでなく，氷河期が終わって以

来，最寒である (Maejimaand Tagami， 1986) 0 1603 

年初めからの江戸時代j;J、降の気候変動についてみる

第2園

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 

古気候における天候状況の出現頻度の推移

(前島ら， 1982) 

前島ら (1983)の研究による 7世紀から回世紀ま

でにおける天候状況の出現頻度の誰移を第2閣に示

す。夏季の天候状況をおおまかに，①夏季の菰暑，

②西方冷夏・北方猛暑，③西方猛暑・北方冷夏，④

冷夏の4分類されている。 7世紀から19世紀までの

期間において，①が291回，②が5由， @42回③161

閣で猛暑が全体の約58%，冷夏が約32%を占める。

同期間での冬季の気候推移は寒い冬が229留で全体
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の約79%を占めている。

天明の飢鐘の持は1782年から1787年まで連年のよ

うに不作であった。寒冷化の記述として， I利根川

国志Jの中で，天保5年(1834年)九州の豊後の海
岸で大海騒が鉄砲で撃取られた記述があり，冷涼な

気候であったことが窺える(鈴木・山本， 1978) 0 

さらに， 18世紀の後半から19世紀の前半にかけて梅

雨明けを考慮した盛夏の期間が短く，冬の期間は寒

冬傾向にある(吉野・安田編， 1995)0明治20年

(1890年頃)になると百本全体において気象観測が

行われ始め，気象データが集接されることになった。

明治時代の凱鐘は，明治35年(1902年)，明治38年

(1905年)， 39年(1906年)及び大正2年(1913年)

で，東北地方の冷害による大凶作年で極めて貧しい

状況であるO

その後，日本における1930年代までは気説的稲作

安定な時代が続くが， 1940年代半ばまでは比較的低

温期間が続いているが，その後は気温上昇に転じ，

1960年頃を恥心とした高誼， 1970年頃を中心とする

やや低温期間を経て， 1980年代後半から急速に気温

が上昇している。また，降水量の経年変化は，年ご

との変動が大きく，特に1960年代半ば以陣はその按

騒が大きくなっている。そのため，年ごとの変動を

除去すると， 5年移動平均の傾向は1920年頃， 1950 

年代半ば， 1990年頃根大となる周期変化が見られる

が，長期的には1950年以昨緩やかに減少傾向が見ら

れる(気象庁編， 2001) 0 
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1 -2)江戸時代までの気象災害発生種類の出現

頼度

九ナH.沖縄地域における気象災害の発生数と全国

に対するよじ率および近畿地域の気象災害発生数の経

年変化を第3図に示す。また，日下部正雄(1960)

の表と谷治正孝(1982)の鯵正した近畿地方の大規

模気象災害データの結果を第3図に挿入した。九

州・沖縄地域における 8~9 世紀期間の気象災害発

生数は30前後であるが， II ~ 12世紀では災害発生数

が極めて少ない状況であるO この時期は寒冷化に向

かった時期である。 13世紀以降から徐々に増加し，

18世紀では約432伺である。近畿地方を見ると， 9世

紀~16世紀までは九州に比べて多く推移し， 17世紀

~19世紀は九州に比べてかなり少ない。このように

全国に対する九州・沖縄地域の発生頼度割合は 7世

紀の 8%で， II ~ 12世紀が11.5~3. 7%と少なく，

14世紀以降から上昇し， 18世紀には62.9%と最大舗

を示し， 19世紀には52.6%である。江戸時代になる

と人口も増加し，土地利用の拡大化，山林の荒廃化，

被害予測地帯への施設の増加などの原因で，災害が

増加している。すなわち享保，寛保，天明，弘化の

大水害または飢鐘として知れられている大災害が起

こっている。なかでも「天明の大水害」は全国的な

大水害であったO 明治に入ると，明治29年(1896

年)には我が国古今未曾有の大水害といわれている

水害があり，この年に河川法が制定されて我が毘の
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(1878年)で433万9000町歩(田:248万9000町歩，

畑:185万町歩)と順調に増加している(小出，

1975)。

台風期の暴嵐雨が気象災害の半分近く占めるのは，

13世紀， 15世紀並びに17世紀以降である。気象災害

の誘因は気象という自然現象であるが，災害そのも

のは社会的現象で，その規模や様相は人々の生活様

式や社会構造や防災技術によって大きく変化するO

河川i行政の一大転換期となったのである(防災ハン

ドブック編集委員会編， 1964)。

災害の種類については，斉藤(1966)が分類を

行っている。それに従って， 7~19世紀期間の九州

地域における気象災害の発生頻度別に分類をすると，

第4図になる。 7~19世紀までの期間では，九州地

域では暴風害(大風雨・暴風雨・風水害)が341回

と一番多く，続いて水害(洪水・豪雨洪水・大雨洪

水・出水・大水・大洪水・増水・長雨出水・嵐洪

水・水災)が201回，皐ばっ(大皐・皐・皐ばつ・

皐害・皐賠)が199回，風害(暴風・大風・大悪

風・風害・烈風・強風)の106屈の)11買であるO 日下

部氏(1960)の文献によると，近畿地方の気象災害

の種類は，台風期の暴風雨が411回，台風期以外の

暴風，水害，大雨，洪水，長雨・冷夏は201回，皐

ばつが199回である。両地域で比較すると，台風期

の暴風雨は若干違いが見られるが，長雨・大雨，洪

水等と皐ばつはほぼ向じ出現関数である。

これに対して北日本の状況をみると，田中氏

(1958)による東北地方の冷害の歴史研究において，

西暦713年~1900年までの期間における凶鎮の発生

回数が310聞であり，江戸時代の300年間をみると

、224回で発生率が75%を占めているO 東北地方の凶

作・不作はi五i冷(主として夏期の異常低温)による

冷害が最も多いが，洪水，皐ばつ，虫害，大風等に

類別されるO その中で，冷害の原菌は寒冷，低温，

霧雨(長雨)，早冷，降霜，天候不)11頁があげられ，

全被害年の38.7%を市めている。

1 -3)明治以前の気象災害被害の状況

奈良時代から江同時代末期までを見ていくと， 7 

~10世紀までは気象災害の大半は皐ばつであるが，

12世紀以時は2割台以下に減少するO 推古天皇15年

の冬 (607年)や同21年の冬 (613年)の項に記して

あるように次第に溜池が作られ濯瓶土木工事が普及 90 

して皐ばつに耐えられるようになったからで，この

傾向は日本全国間様である。農地開発については平

安前期の延長年代 (923~931年)の農地面積は86万

2000町歩で，約4世紀後の2室町時代初期(14世紀初

期)に94万6000町歩であるから， 400年ほどの間の

農地拡張は全国で僅か8万4000町歩の増加で中世の

停滞期にある。その後，農地は戦国時代末期(1555

年)には150万町歩，江戸中期(1711年)で297万町

歩，江戸末期(1850年)で400万町歩，明治11年
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第5図 江戸時代の肥後藩における人口数の推移

農業における気象災害被害量については，江戸時

代に入ってからの資料でみることができる。始めに

熊本牒史の資料から，社会情勢として肥後藩におけ

る人口の推移を第5図に示す。曲線はプロットにあ

てはめた近似式である。加藤清正(1611年死去)以

時， 1632年に細川忠利が鹿後の領主となり 1634年の

人口は約22万人で，牛馬が約5.2万匹であったとさ

れており，その後人口は上昇し， 1720年嘆には約54

万人と 2倍以上に増加した。それ以降から1800年頃

までは入口の増加はみられないでほぼ一定傾向にあ

り，その原因は飢鎮の発生の増大が起因していると
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考えられる。また， 1810年以障は急激に増加して，

江戸時代末期には約62万人に達した。

一方，肥後藩における石高の推移を第6閣に示す。

加藤清正時代に担後藩は約54万石となり，細)11藩時

代に入って徐々に増加し，江戸時代末期には約80万

石に達した。石高の増加要因は以下に記述する。

「慶長田絵図」や郷帳で記述される肥後の石高は54

万石とされ，この値は天正検地を反映したものと考

えられている(平野・工藤編， 1997)。これは肥後

藩主加藤清正による濯概治水・干拓開発によるもの

であり，諸郡で2，354町歩の新地開が行われた。濯

概では関田使用といくつかの寂水口と井手の間前を

して，自111中流の瀬田上井手，馬場楠井手，はなぐ

り井手などを行い，網の目のように分水させながら

下流域の熊本市内まで縦横無尽に流させて利水効果

を上げると同時に洪水調整をする治水機能を持って

いたのである(大住， 1998)。そのほか，緑)11中流

の鵜之i頼堰，球磨111下流の蓬打壊などである O さら

に，事保17i]三(1732年)に藩士の御赦免聞は禁止さ

れたが，宝暦7年(1757年)以後になるとふたたび

干拓新田開発が認められ，細川藩時代には干拓の開

発の種類が，①藩の費用によって築造する藩営新地，

②藩主のポケットマネーによって築造する御側関，

③藩士，特に一門や三家老が築造する士族関(締赦

免開)，④手永の公共事業として行う手永関の 4種

50 r 
警警

類によって進められ，文化・文政期には芦北郡で大

規模な干拓新地が出現した(平野・工藤， 1997)。

熊本県災異誌および熊本鯨史の資料から肥後藩の

作物損耗高が記述されているので，そのデータを第

7図に示す。気象災害の被害率は各年次の損耗高を

各年次の推定石高で割ったものであるO しかし，損

耗高は幕府に届けるため，若干多めに記述されてい

る面があるが，詳細なデータはないのでここでは蘇

史に記述されているそのままの債を使用した。なお，

肥後藩の石高は第6図にみられるように年次によっ

てデータが変動しているので，菌中の近似出線によ

り各年次の石高を推定し，その値を用いた。

第7図から， 1720年以降から江戸末期の1864年ま

での期間において，損耗高の最高は1732年の約48万

石で，内訳は洪水による損耗高が147，800石，干ば

つ・虫害が330，390石である。最小値が1737年の洪

水による損耗高67，000石である O 損耗高の出現頻度

は15~20万石が最大の頻度で33回 (3 1. 1%) と多く，

続いて20~25万石が25由 (23.6%) の頻度である。

損耗高30万石tJ上の出現頻度は約16%を占め，かな

り大きな値である。その気象災害の要因は干害・虫

害が最も多く，続いて洪水被害で、ある。また，推定

した気象災害被害率は， 0.2~0.4の範留に多く分布

し，最大被害率が1732年の約0.8であり，恒常的な

被害であったと考えられる。この時， 1732年の宮崎

1 
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県延岡藩は睦の大発生で，被害率が0.767となり，

肥後藩とほぼ同程度の被害である。

このように虫害被害については，ウンカのi功除法

は，大蔵永常著「除握録J(文政9年)の書籍で享保
17年壬子年，筑前三笠郡において「注油駆除J法が
開発されたとの報告と，寛文10年(1670年)に筑前

の倉富吉左衛門によって発見されたとの記録もある

が，この方法は一般に除虫菊浸出器油(除虫菊20匁

をお油 1升に12s寺間浸出して，これを l反歩に使

用)と言われ使用が奨励された(木下， 1936)。

上記の江戸時代での社会・経済情勢はどのように

推移をしたかを肥後藩に近い天領天草領について調

査した。天草領内における l石高当たりの価格の変

化は1692年において，熊本・長崎の12月相場の平均

値段を基準として決められ，銀60匁(約225g)官官後

の価格であり， 1700年以時1800年までの長い期間で

大きな変動はみられないが， 1800年以降は徐々に増

加傾向がみられる。この期間内で肥後藩においては，

1793年と1811年が米価の下落を起こした年であるO

また，米価が暴騰したのは1837年であった(熊本綜

史， 1960)。

この時代における歴史の特徴は，寛永11年(1634

年)から12年にかけて日本各地において凶作に見舞

われ，飢鐘が起こり，特に天草・烏原一菅がひど

かった。寛永14年には春から夏にかけて餓死する者

が相次いだ。このため， 1637年にキリシタン迫害・

農民一授が重なり，r島原の乱」が起こり 1638年に鎮
圧された。この「島原の乱jの謀関を見ると，直義

的かつ最大の原因は，寛永11年から連年の天候不

・閤作・飢鐘による経済的要因であり，副次的素

因が考えられるのが領主の重税や苛政(政治的要

因)とキリシタン弾圧に対する反抗(宗教的要因)

の復宗運動が起こり，幕府の租法違反としての阻

止・鎮圧によるものと考えられている(五和町史編

纂委員会編， 2002)。

1 4 )明治以前の風水害対策について

九州では縄文晩期 (BC300~100年)頃から稲作

農業が展開されてきたが，初期の稲作は谷間の湿地

や河口付近の低地などで栽培されてきたと考えられ

る。したがって，水害を頻繁に受けるために築堤が

行われたと考えられるO 仁徳天皇時代に淀川の茨田

堤の修築工事と天満J11の開削工事があり，難波の都

の水害防止を問題にしてたことが窺える(小出，

1954)。これは部分的な小規模なものであったらし

い。広く全国的に行われるようになったのは，戦国

時代以i嘩で，およそ16世紀頃からである。国内が一

応安定し始めて戦後の建設という段階であり，城が

山城から平地の城に変わり，城下町が漸次で、きつつ

あって，洪水に直面しなければならなくなったこと，

築城という石垣を組み合わせた土木技術の発展から

大規模な治水工事が始まったと考えられる(小出博，

1954)0 

九州において，土木の神様といわれた加藤清正の

治水工事は乗越堤といわれるもので，現在でも残っ

ている代表的な土木工事で，堤防を高くせず大洪水

は堤防を乗り越えて溢れるようにしたもので，天正

8年(1580年)に始めて熊本県菊池111で実施された

と言われているO 後には他の河111にも導入され，河

川の水路を安定したと考えられる。乗越堤が採用さ

れた理由は，大洪水の水量を流すにはJlI幅を必要と

するが，そうすると普段は川が乱流となって水路条

件が安定しないし，水路を国定し水深を一定にして

交通手段として利用する必要があった。しかし，堤

防を高くする技術を持たなかったので，堤を越えて

滋れた洪水に対しては，堤の内外に竹や梅木(水害

防備林)を植えて水勢を減殺するようにして堤防を

保護すると共に水をかぶる田畑の被害を減少させた。

豊臣秀吉によって全国統ーがなされ，戦国時代に

終止符が打たれ，徳川家農がこれを引き継いで江戸

幕府が関かれ，中央集権国家が確立された。 17世紀

に入ると大きな河川の改修工事は極めて活発に仔わ

れ，洪水を防止する(球磨J11，大和J11，自111，緑

J 11) と共に年貢米の運搬とする交通手段の利用(球

磨J11，大淀川)に変化してきた。筑後J11では久留米

藩において寛永初期 (1624~1644年)に佐賀藩と協

議の上，久留米藩側の三j猪郡安武村に約4kmにわ

たる安武堤防を設け，佐賀藩側に全長12kmの千栗

堤防が築かれたO

一方，文化年間以後の肥後藩土木工事の特徴は石

造眼鏡橋にあり，文政9年(1826年)築造の相生橋

をはじめ，各地に眼鏡橋を架けた。さらに， i義蔵技

術工事は熊本県矢部町にある通潤橋で，峡谷で屈ま

れた白糸台地を瀧概するために矢部手永惣庄屋布田

保之助が考案した送水橋で，種山石工の宇一，丈八，

甚平らが築橋したもので， 1852年に起工し1854年に

完成した。一昼夜の送水量は15，000tで， 100加の水

- 11一
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田をi蓑概した。保之助はこのほか矢部手永におか所

の石橋を架け， ~留め池や用水路23か所，道路の改修

164か所の土木工事を行い， I勧農富民jにつとめた。

通溝橋は眼鏡橋として日本ーであるO

2雷鳴治時代の気象災害の発生と変遷

明治時代における九州各県の気象災異誌を年次別

に集計したもので資料集… 2において，九州・沖縄

地域における気象災害被害についての壁史年表を記

した。また，気象観測が開始された以降での九州に

影響を与えた主要な台嵐については，進路経路図を

付図-1に示す。問中の数字は00・00が日・時

を示し，数字3桁が気臣 (hPa) を示す。

2 -1)気象災害の種類と発生頻度

資料集-2に示すデータから分類集計したもので，

明治時代における九州管内での気象災害の発生頻度

を第8閣に示す。九ナH管内における気象災害発生の
種類は図中に示す項目に分けられ，発生回数は全体

で535閣の発生で，台風を起因とする暴風雨害が158

閤 (29.5%)で最も多く，続いて水害が105田

(19.6%)である。台風による暴風雨被害は九州管

内で2年に l回の割で出現していることになる。ま

た，水害と雨害の合計からすると，暴風雨と同様な

発生回数である。干害の発生頻度は約10.0%の出現

回数である。虫害は明治30年の全国的な大発生があ

り，その菌積は約280万軒歩に及び¥600万石の減損

を来した。この持は外米の輸入により「事保の飢謹

Jの如き，餓死者を出すことがなかった(木下，
1936)。
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第8図 九州地域内における明治時代の気象災害の
発生頻慶

2 -2)明治時代の気象概況

九州管内で気象観測が始めに開始されたのは鹿児

島県が明治16年(1983年)で，続いて福j南県が明治

23年 (1980年)，大分県が明治20年，熊本県，佐賀

県が，明治24年 (1891年)から気象観測が開始され，

現在までデータの収集が行われている。ここでは，

明治時代における福岡県，熊本県および鹿見島県の

気象概況について述べる。明治時代の梅雨期は例年

6月中旬より 7月上旬に至る約 1か月間の蜂雨が断

続する期間を通常梅雨と言う(熊本測候所編，

1931)。補間県，熊本県および寵児島県における明

治時代の梅雨期開降水量の経年変化を第9留に示す。
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第9鴎 明治時代における梅雨期降水量の経年変動

梅雨期間降水量は権雨入りから梅雨明けまでの降

水量であったが，現在では6月と 7月の月降水量合

計植を梅雨期降水量としており，その結果を示した。

観測開始からの梅雨期の睦水量は変動が大きく，年

次的に藍続的増加傾向がみられ，同期間における植

岡県，熊本県および鹿児島県の平均値がそれぞれ

524.0mm， 619.5mm， 735.7mmであり，変動係数

がそれぞれ42.6%，38.5%， 41.8%である。現在の

平年値(1971~ 2000年)は，それぞれ538.5mm，

811.1mm， 756.4mmであり，熊本県以外はほぼ向

程度である。この期間での梅雨期降水量の最大値は

熊本県が1901年の1151.8mm，鹿児島県が1912年の

1l06.4mm，補岡県が1906年の940.8mmである。熊

本県における実際の梅雨期間日数は観測開始からの

期間において， 1892年の53日聞が最長で， 1912年の

21日が最短で，平均約37日間であった。熊本の豪雨

は短時間中に強勢なる雨を強雨，降雨時間長きに亘

るとも雨量甚大なる雨を豪雨と材、し，白JIIの氾濫は

奈良時代から明治末期までに31屈の発生であった

- 12-



大場ら:気象災警に関する農業気象学的研究

(熊本測候所編， 1931) 0 なお，明治33年7丹5Bよ

り16自まで断続せる雨は114時間に661.2mmの豪南

で，白川が氾濫し大水害になった。

気象観測開始以来(1891~ 1912年)と現在(1981

~2002年)の22か年について，春夏作期間 (4 ~ 9 

月)における熊本県の月別降雨強度の分布形態を比

較した結果を第10屈に示す。春夏作期間についての

降雨強度の出現パターンは明治時代と現在とでは大

きな違いは見当たらないが， 6月と 7月の日降雨最

100mm以上の豪雨の出現頻度は現在の方が大きく

なっている。向殺に，指同県と鹿児島県の場合も大

きい傾向であるO そこで，第11留に示す呂降雨量

100mm 以上の豪雨の出現回数は，福間県と熊本県

では 6月， 7月の出現囲数が明治時代に比べて現在

の方がかなり大きく，鹿児島県では 6月， 8月及び

9月が大きい状況であるO 春夏作期間での豪雨の出

現頻度は，干高岡，熊本および鹿兇島県では明治時代

がそれぞれ0.59闇/年， 0.86回/年および1.91回/

年で，現在の方がそれぞれ1.64閉/年， 2.0田/年

および2.7田/年であった。また，第10関から蜂雨

量50mm以上の出現顔度は，熊本県の場合，明治時

60 60 
April Mav 
・M暢司..也働曲幽..由曲....・ーーー・ー，胃明..聞骨骨・・・岨・岨・・晶画品世-----_.
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代が 9 月の2.8%~ 6丹の13.7%の範囲で，現在で

は 4 月の3.0%~ 6月の20.1%の範囲で，鹿児島県

の場合，明治時代の 8 月の5.2%~ 6月の13.7%で，

現在が 8 月の8.6%~ 6月の18.2%の範囲であるO

自降雨量0.0<R話5.0mmの降雨は明治時代の方が

現在より大きいが，この違いは降雨量の計測方法が

異なるためと考えられる。

2 -3)明治時代の防災対策

明治維新は徳川時代の古い制度を麗止して，新し

い考え方の導入による政治を行うことであり，新し

い産業と文化を創ることであった。そのため，明治

維新以降の風水害対策は西欧のいろいろな制度が取

り入れられ新しい方式による治水対策が符われた。

この時代の経済情勢から産業・商業の活性化に伴う

品物の運搬が重要視され，大河川下流部の水路の安

定と水路水量を確保するため「低水工事jが主体で

あった。外国の技術者の導入により，明治12年には

石造り壊堤ができると共に水源地帯の植林の重要性

も強調された。明治13年にフランス留学から帰国し

た古市公威はオランダの技術に対して， rオランダ
は平坦で念、流の111がない。そのような111を基礎にし
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第10間 春夏作期間における熊本県の丹別自降隠強震の出現分布

注:横車由の番号は， 1; 0 <R < 5 mm， 2; 5 <R <lOmm， 3; 10 <R <20mm， 4; 20 <R <30mm， 5; 30 <R <40mm， 
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て発達した治水技術は日本のような急、流河川の改鯵

に対しては役立つことが少ない。日本とオランダで

は洪水の強弱，洪水の時期，沿岸の耕作物などが

違っている点から水害の考え方も違うし，水害の関

備も異なるはずであるJとf高水技櫛(洪水訪御を
自的とする治水技術)Jを力説している(小出編著，
1954) 。明治17~18年になると大洪水が頻繁に起こ

るようになった。一つには雨の多い時期に当たった

ことと，この時期は産業の発展により，河川が氾濫

するのに任せていたのが荒地も開拓する必要に迫ら

れてきたので，河道の回定が必要となった。明治19

年には堤防を高くして洪水を防止しようという高水

25 

工事が行われ始めた。

その後になっても，洪水による氾濫が繰り返され，

明治29年4月に河口i法が制定され， 30年には砂防法

も制定された。次々に洪水前止を目的とした河川工

事が進められ， 29年には筑後JIIで河川改修工事が行

われた。明治44年により 18か年間かけて20i可JlIの治

水を完成させる呂的で第 1期計画が出張砂防工事・

治水工事等を進められると問時に第2期計画で44か

所の河川の工事を着手するための準備が進められた。

また，森林法が明治40年 (1907年)に制定され，森

林が存在することそれ自体が人類の生活環境を改善

し，公共の危害防止の役割を担っていたが， 1951年

に森林法の全面改定が行われ，保安林として指定さ

れ，公共の危害防止，福祉の増進，他産業の利益保

護を自的として特定の制限が課せられた。保安林の

内水j原油養林と土砂流出防備林が主要で保安林の約

90%を出めているおミ況である。「治オくは治山にあるj

ということは明治の初めから現在に至るまで，長い

間の林業政策の基礎となっていると問時に，現在は

地球温暖化に伴う大気中の C02を吸収する役割を

担っていることが重要視されているO

3.現在の九鮒地域における気象災害の農業被害

最近の九州地域の気象は地球温暖化を背景として，

気温は上昇傾向にあり，降水量は南に行くに従って

減少傾向が顕著にみられるO 九州・沖縄地域にとっ

て自然の暴れ給水車と呼ばれる台風の発生回数は

1950年代と 1970~1980年代前半は少なく， 1960年代

と 1980年後半~1990年前半は多く，年間上陸数の傾

向は1950~60年代が多く， 1970~80年代が少なく，

1990年代前半が多くなっているO 九州北部，南部，

奄美地方への接近台嵐数は年次により大きな差があ

るが，毎年いずれかの地方に接近している状況であ

るO

3 -1)最近の九州管内の気象災害被害

最近における1976年から2002年までの27か年間に

ついて，九州農政局が取りまとめた九州地域の農作

物等関係被害額の推移を第12図に示す。農作物被害

額の推移は年次による上下変動が大きく， 1，000信

円以上の被害額を出した年は1980，1991， 1993およ

び1999年である。この期間での1，000億円以上の気

第11図 日降水量100mm以上の豪雨における明治 象災害被害は約7年に一度の出現顔度である。これ

時代と現在の発生頻度の比較 ら出現した年次の大きな気象災害被害は台風と豪雨
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が中心で，九州本島での気象災害被害の主体は台風

である。農業被害の最大値は1991年の台風17・19号

の上陸による被害で総額2，069億円で，最小値は台

風の上陸・接近等の影響が少なかった2001年の約

32. 9億円であるO この期間の平均被害額は454.4億

円とかなり大きく，また，変動係数が108%で極め

て大きな値である。

九州本島内でのこの期間内における県別の農作物

被害をみると，県別平均被害額の最大値は熊本県の

108.4億円，最小値が大分県の約47.9億円である。

変動係数は最大値が福岡県の175%，最小値が鹿児

島県の84%で，九州北部地域は変動係数が100%以

上である。熊本・大分岡県は九州、|本島の中部に位置

し，大分県は瀬戸内海型気候区で比較的蜂雨量が少

なく温暖であり，熊本県は西九州内海型気候区と九

州、|山地型気候毘で有明海に面し平坦な地形と背後に

九州山地を抱えているO そのため，台風が西方から

来襲する機会が多いため，熊本県側は農業被害額が

大きくなっていると考えられる。台風の発生数は平

年値が27.8個で，九州地域での接近・上陸数の平年

値は南部が3.52個，北部が3.28個で，住かに南部が

多い。

3 -2)気象災害被害と気象要素の関係

九州地域の年降水量は描岡の1659mmから宮崎の

農
作
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2480mmの範囲で，梅雨期間の降水量が占める割合

は宮崎の29.2%から熊本の39.2%の範閣である。梅

雨期間の日数とその期間の降水量は変動が大きい。

豪雨の出現回数は年次間で大きく変動し，最小値が

大分県の1.28回/年，最大値が鹿児島県の3.08回/

年であった。豪雨の発生期間は4~10月までの範囲

が主で，春夏作の栽培期間である。その期間の年降

水量の占める割合は福岡県の76.5%から大分県の

80.8%の範囲である。九州地域内での日降水量最大

値は長崎県諌早市の諌早豪雨災害時に記録した

448mm (1982年7月238)であるO 台風の上陸・接

近数と農業被害額の関係は，上陸・接近数が多いほ

ど被害額も増加する傾向があるが，台民の規模が被

害程度に大きく影響を及ぼしているO

4.台風等の防止対策について

台風に伴って風と雨が一緒になって来襲するが，

時には風台風または雨台風と呼ばれる場合があるO

1991年と1998年に来襲した台風は熊本市で瞬間最大

風速が50m/s以上を記録し，大きな被害であった。

風は空気の流れであるから，風の弱い時は問題にな

らないが，暴風となるといろいろな破壊作用をする

ほどの強さにより風害を引き起こすようになる O 風

任は次式で表されるO

1988 1992 1996 2000 

年次(年)

第12菌 九州地域の気象災害による農作物等関係被害額の変化
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P = 1/2 . P V2 (1 ) 

ここで，Pは風圧， ρは空気の密度，vは風速 (m/s)
であるO

台風の加害力については，谷(1967)によれば，

次式で表される。

F=1/2・(ρ v3t) (2) 

ここで，Fは加害力 (kg'm)，tは風の継続時間であ

るO 現地での観澱値はないので，気象観澱所の風速

計データ (v)をイ吏用するため，作物面での風速v

に換算として， (l/3)Vとして計算を行う O 台嵐

による加害力の計算結果を第13図に示す。

4 1 )水稲の気象災害被害の事例について

九州地域の水稲栽培について，主要な生育時期別

ステージと匂平均気温，日照時間の変化を第14図に

示す。九州での主要産地における水稲の栽培法は早

期水稲(宮崎県，熊本県天草地域)と普通期水稲

(九州平坦地域)で，生育ステージの事例を示す。

阿蘇や久住地域などの高標高地域は田植期が東北地

域と同じ 5月中旬で普通期栽培である。九州はいろ

いろな水稲栽培が行われているO 図中，句平均気温

と日照時間は福岡管霞気象台の半年値を示す。水稲

における主要な気象災害の種類は低温捧害，高温障

害，冠水害，干害，倒伏害， B照不足および潮風害

である。
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第13図 台嵐による強風の継続時間と加害力の変化

低温障害の主体は1993年や2003年にみられるよう

に北E本地域であるが，九州地域では冷夏の年に高

標高地域の阿蘇，久住で現象がみられるが，その他

の地域ではあまり起こらない。高温障害の併は育苗

末期の高温でむれ苗を生じる場合があり， 7~ 8月

の高温は台風通過時後に発生するフェーン現象によ

る先枯れや早期水稲の白穂の発生がみられる場合が

ある(山本ら， 1994)。登熟期の高温による被害は，
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玄米の腹白米，心白米，乳白米等の発生につながり，

一等米比率の低下等で品質の低下が全国的に重要な

問題となっている(星JlI，1999;農林水産省，

2003)。冠水害による被害例は，穂ばらみ期には 1

~2 日の冠水で減収を生じ，冠水 7 日間で収穫皆無

となるが，現在で、は水田や河川改修等の整備が進み，

水田の排水システムが確立されており，長期間の冠

水は少ない状況であるO

干害による被害は， 1994年の長崎・佐賀県松浦半

島の天水依存棚田水田地域や筑後平野が水資源不足

による農業用水不足によって被害がみられたが，特

に穂ばらみ期が危険で，不稔籾が生じ減収しやすい

(大場ら， 1999)。日照不足は，生育時期の遅延，分

けつ数の減少を起こしたり，登熟期の日照不足が登

熟歩合を低下させると共に技量への影響が大きい。

倒伏害は，これまでの研究で風速が7m/s程度にな

ると弱い梓が挫折しはじめ，風速の増加に伴って挫

折倒伏率が度線的に増加し， 15~ 16m/sになると全

部の梓が挫折倒伏することが報告されている(氷高，

1968)。しかし，現在の品種は短稗性で強靭な品種

が多く，適正な肥培管理であれば倒伏は比較的少な

い状況である。

さらに，台風・高潮等による潮風害は稲体に塩分

が付着することにより枯死，または減収するO たと

父譲>J!.蓄え 宅金程浪芸誌

えば， 1998年の熊本県不知火海での高潮被害で千柘

地が水没したため，水稲が収穫皆無となり，水田土

壌の洗浄または客土の方法がとられた(久保田ら，

2002)。虫害は，田植期以降において，権雨前線の

配震によりコブノメイガやウンカが大陸から飛来す

るが，飛来量は前線の活発度により変動するO 飛来

最が多く，無農薬であれば坪枯れ現象を生じ，時に

は収穫皆無につながる。資料集 1の気象災害年表

の中でも虫害による損耗高により銑鐘とつながって

いる例がしばしばみられ，防除には鯨油等の散布で

防止が試みられている。その他で，いもち病(葉い

もち病，穂いもち病)があるが，歴史年表の中では

みられない。

4 -2)水稲の台風被害対策

谷(1967)がまとめた水稲の台風災害発生と被害

の過程を第15留に示す。図から，台風の持つ加害力

を雨， }武，高潮の三つに分け，被害対象作物を水稲，

果樹などの主要農作物に限定した場合の被害発生の

経過を示すもので，一つの現象から次に続く現象を

直娘で結んである。この直線は災害線といわれるも

ので，防災対策は，この災害親分の切断にある。あ

る現象の発生を止めればこれに続く次の現象も止ま

り，被害の発生は防止される O 線分の切断方法は，

被害発生の原理を逆にとり，加害力に合わないよう

務総作物への影響 後霊署名

区!l

園

圏

極

圏

第15図 作物の台風災害発生被害と被害過穂(谷， 1967) 
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第 l表 主要な気象災害の防止対策法の事併一覧(谷， 1967) 

被害名 恒久策 目的 事前策 目的 事後策 目的 逃避策

適地選定 空間的囲避 健全作物体の 抵抗力強化 追播・補植 被害作物の補 資本・労力投

」口A、
品種選定，鰻 時間的自避 育成・管理 時間的回避 作付転換 充 下の節約
合せ イシ 早期収穫 復!日作業の準備 応援隊要請 生産再開 掠奪的農法
嵐 作期移動 作物抵抗力強化 応急資材の集積 ク 融資・補償 労力確保 耕地の分散
三/ゴzコ¥ ニz 間混作 経済誌抗力強化 種子・苗の手配 人畜命保護 復i日資材・資 投機的作物・
荷主 共済・保険・ 避難所選定 。 金確保 品種・施把管理
貯蓄 食料・飲料餌 平穏祈願
経営多角化 料の確保 あきらめ

等高線帯状栽培 流下距離短縮 被覆作物・敷 雨滴打撃緩和 土砂排除，中 生産再開

食
畦立 i参透量増加 草・敷藁 排水促進 耕培土 汚染除去
河川・水路の 高水位の低下 かん排水口整僑 流入陸止 排水退水時の 病虫害感染予防
改修 破・溢堤防止 あぜ補強 i先瀧 穂発芽防止

害 堤防強化 薬剤散布
落水

防風林・暴風 加害力弱化 支柱・張綱・縞 振動・倒伏・ 株おこし， ffu 生産再開
風 坦・破風垣造成 作物振動防止 結束・整枝・ 挫折防止， 木おこし 病虫害伝播防止
釜EコZ 

I草分粒子の捕捉 押部 受嵐寵積減少 落葉・落果整理 傷口手当
潮

j菜7](・敷 振動防止・蒸
果樹石灰乳塗布 1M勢回復

風 散水 発散抑制・補
第定・追肥 付着塩分洗流

主仁乞コ ポンプ・水の *-i口》、
準備 付着塩分洗燦 水洗 (24時間以内)

Y滞家F全司f 堤防強化 破堤防止

防i輯林 流速低下

l 塩害

にする O あるいは，加害力を弱め，抵抗力を強化し

て加害力<抵抗力となるように寄与する方法である。

防止対策としては上記で述べたいずれかの手段を

選択する O 主要な気象災害の訪止対策について取り

まとめたものを第 l表に示す(谷， 1967)。風害や

フェーン現象による白穂は，出穂時期を台風に遭遇

しないようにするため作期の移動(宮崎の早期水

稲)，場所の選択，品種の違いによる危険分散，作

物を健全に育てて作物の抵抗力の増強などの方法が

ある。また， ~方風林・防嵐垣・訪風ネットによって

風の加害力を弱める積極的な方法(真木， 1987;真

木ら編， 1991) もあるが，台風の場合では容易なこ

とではない。 潮風害の場合は塩分を含んだ、風によっ

て葉に付着した塩分により障害を引き起こすので，

塩分を早く除去する必要がある。 1991年の場合，筑

後平野では沿岸部より約3kmの内陸部まで塩分が

飛来していた(清野ら， 1992)。普通は雨を伴って

嵐が吹くので，稲体の土草分が除去される場合が多い。

丸山ら (2000)が潮風害による水稲の減収尺度式を

提案しており，次式で示される。

石膏散布・耕起 除堪

Y=Y' exp C一 (ESP)2] ( 3 ) 

ここで，Yは実際の収量 (g)，Y' は境付着量がOの

時の収量 (g)，Eは塩の影響の強さを表すパラメー

タ (mg 1)で，出穏期でE=0.254，穂揃期でE=

0.244，登熟中期でE=0.106である。上式から，被

害直後の穂の塩分量 (SP) を測定すれば，収量が

推定できる。

九州管内の熊本県や宮崎県並びに(独)農業・生

物系特定産業技術研究機構・果樹研究所では，各種

の作物栽培に対する気象災害対策情報として，各種

気象災害の対策法を竜子情報またはインターネット

で公開して，現場の普及に対応する行政者・技術者

や農家が容易に情報が得られるようにして対策を講

じている。一方，気象庁が毎年発表している暖候

期・寒{長期の長期予報精度が確かなものになれば，

農業災害の対策として存効に活用ができるが，現在

それまで、に至っていない。なお，北日本の夏季の天

候について，オホーツク高気圧の南北変動差により

5年周期で冷夏を生じさせる成果が出されている

(Kanno， 2004)。このような研究が冷夏，干ばつ等

一 18一
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含めて東アジア地域での研究が展開されることが期

待される O

V.おわりに

地球温暖化現象が出現していると情報が多く発信

される中で，異常気象が頻繁に出現している状況で

ある。この研究では，各県の災異誌を統一的に収録

し九州・沖縄地域における千ばつを除く台風・豪雨

を中心とした気象災害の歴史を奈良時代から明治時

代までの期間について気象災害被害状況の変遷年表

を作成するとともに気象災害の発生頻度と古気候と

の関係等について解析を行った。

過去の気候変動は 3~5 世紀前半が温暖で， 6~ 

8世紀が寒冷な気候で， 9~13世紀が中世温暖期と

なり， 14~19世紀が小氷期の繰り返し時期である。

気象災害は 8~9 世紀は30回前後で推移し， 13世紀

以降は徐々に増加傾向にあり， 18世紀には約430回

の発生であった。江戸時代における肥後藩の気象災

害被害は作物損耗石高により推定した作物被害率が

0.2~0.4の範閤に多く分布し，最大値が1732年の約

0.8であった。

気象災害の要因は主として，長前，洪水，干ばつ，

虫害である。明治時代の気象災害の種類は水害・雨

害の合計が50.9%を占め，続いて暴風雨が29.5%，

干害が14.3%を占めた。現在における過去27か年開

の気象災害被害は，被害額1，000億円以上の出現頻

度が4田で，約7年に l囲の出現頻度であった。

九州・沖縄地域は毎年干ばつ・豪雨・台風襲来等

があり，農業生産を不安定にしていることが明らか

になった。気象災害の対策法については，昔からい

ろいろな研究がなされており，成果も多く報告され

ているが，その利用法を確立する必要がある。

近い将来，世界的な地球温暖化現象に伴う気候変

化条件下での食糧生産向上と安定化のためには，農
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Agro-meteorological Studies on斑eteorologicalDisas知 -sin出e区間shu
and Okinawa Region 

-From Nara era to Meiji era -

Kazuhiko Ohba， Yoshinori Suzukil) ， Yoshitaka Kurose 
Atsushi Maruyama and Kyoko Nakamotd1 

Summary 

A chronology of meteorological disasters was prepared for meteorology disaster phenomena focusing on the 

typhoons and c10udbursts from the Nara era to Meiji era in the Kyushu and Okinawa region. This study seeks 

to analyze the relation between the frequency of the meteorological disasters and the c1imate of the Nara and 

Meiji eras. Each prefecture in the Kyushu and Okinawa region was described in an annual meteorological 

disaster chronology. The past c1imatic variations were considered divided into third to飴 hcenturies c1ement 

c1imate， the sixth to eighth centuries cold c1imate， the ninth to thirteenth centuries warm c1imate of the middle 

ages， and the fourteenth to nineteenth centuries repetition of the little ice age， respectively. 

Meteorological disasters occurred about 30 times in the eighth to ninth centuries. The frequency rate 

increased gradually after the thirteenth century and 430 times of meteorological disasters occurred in the 

eighteenth century. In the Higo c1an of Edo era， meteorological damage ratio de:fined as ratio of出etotal 

amount of crop damage to maximum crop yield of Higo c1an ranged from 20% to 40%， and the maximum was 

about 80% in 1732. The primary factors associated with meteorological disasters are continuous rain， a 

drought， and insect damage， respectively. The total茸oodand crop damage due to rain of the meteorological 

disasters during 45 years of the Meiji era accounted for 50.9% ，due to rain storms 29.5% and damage due to 

droughts 14.3%. 

Meteorological disaster damage for the most recent 27 years in Kyushu region occurred with the 

appearance frequency of one every four times of the damage amount thousand billion yen or more. The 

average amount of damage was 45.4 billion yen for 27 years in the Kyushu region (coef:ficient of variation， 

108%) . The maximum and minimum values of average damage amount from each prefecture are 10.8 billion 

yen for Kumamoto and 4.8 billion yen for Ohita. Moreover， c10udbursts of 100 mm/day or more increased 

considerably for 1981 to 2002 compared with the Meiji era (1891 to 1912) .官leseresults c1ari:fied that 

c10udbursts and typhoons led to unstable agricultural production in the Kyushu and Okinawa region. 

Key words: Meteorological disaster， Abnormal weather， Typhoon， Palaeoc1ime， Prolonged rain. 
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